
川崎市保育体制強化事業補助金交付要綱 

 

２川こ保１第９９３号  

令 和 ３ 年 ２ 月 １ ５ 日  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保育士の負担を軽減することによって、保育の体制を強化し、保育士

の就業継続及び離職防止を図り、保育士が働きやすい職場環境を整備することを目的に、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３９条第１項に規定す

る市内の保育所（法第３５条第４項の規定により認可を受けた保育所に限る。）及び就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第

７７号）第２条第７項に規定する市内の認定こども園（以下「保育所等」という。）にお

いて、保育支援者及びスポット支援員として地域住民や子育て経験者などの地域の多様な

人材等を、散歩等の児童の園外活動時や特に見守り等が必要な時間帯の安全管理を図るこ

とを目的に、保育に係る周辺業務に活用するために要する費用の一部に対する補助金（以

下「補助金」という。）の交付について、川崎市補助金等の交付に関する規則（平成１３

年川崎市規則第７号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（交付対象者） 

第２条 補助金の交付の対象者は、市内の保育所等を運営する者とする。 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、保育所等が保育支援

者を配置する事業及びスポット支援員を配置する事業とし、保育支援者及びスポット支援

員は、次条に定める要件を満たすものとする。 

（保育支援者及びスポット支援員の要件） 

第４条 保育支援者は、保育士資格を有しない者で、次の各号に規定する保育に係る周辺業務

を行うものであること。なお、当該業務のうち、第５号における業務は必ず行うものとし、

加えて当該業務以外の業務を１つ以上行うものとする。 

（１）保育設備、遊ぶ場所、遊具等の消毒・清掃 

（２）給食の配膳・あとかたづけ 

（３）寝具の用意・あとかたづけ 

（４）外国人の児童の保護者とのやりとりに係る通訳及び翻訳 

（５）児童の園外活動時の見守り等 

（６）その他保育士の負担軽減に資する業務 

２ 前項第５号の業務の実施に当たり、保育支援者は、交付申請年度内に、市が認める交 

通安全に関する講習会等を修了するものとし、当該業務は、保育支援者が散歩等の園外

活動時において、散歩の経路、目的地における危険箇所の確認、道路を歩く際の体制・

安全確認等、現地での児童の行動把握などを行うものとし、「保育所等における園外活

動時の安全管理に関する留意事項」（令和元年６月２１日厚生労働省子ども家庭局総務

課少子化総合対策室、厚生労働省子ども家庭局保育課事務連絡）に留意して実施するも



のとする。 

３ スポット支援員は、登園時の繫忙な時間帯やプール活動時などの特に見守りや児童の所

在確認等が必要な時間帯において業務を行い、安全な保育体制の確保をするものとする。 

４ 保育支援者及びスポット支援員は、平成２６年４月１日以降、新たに保育所等に配置さ

れた者とする。 

５ 保育支援者を配置する事業とスポット支援員を配置する事業を合わせて実施する場合は、

各々別の者を配置することとする。 

６ 保育支援者及びスポット支援員に係る経費について、事業開始から年度を通じて子ども・

子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第１１条に規定する子どものための教育・保育

給付やその他国及び地方公共団体が実施する補助金等の交付対象となっていないこととす

る。 

（対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業を実

施するために必要な報酬、給料、職員手当等、賃金、報償費、旅費、共済費、役務費、委

託料、使用料及び賃借料とする。 

（補助金交付額の算定方法） 

第６条 保育支援者の補助金の交付額は、保育所等１か所当たり月額１４万５千円を上限と

し、補助対象経費の実支出額の月額と比較して少ない方の額とする。 

２ スポット支援員の補助金の交付額は、保育所等１か所当たり月額４万５千円を上限とし、

補助対象経費の実支出額の月額と比較して少ない方の額とする。 

３ 交付申請額及び補助金執行額に、１，０００円未満の端数が生じた場合は事業毎にこれ

を切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、川崎市保育体制強

化事業補助金交付申請書（第１号様式及び第１号様式の２。以下「交付申請書」という。）

に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。なお、保育支援者を

配置する事業のみ申請する場合は、第１号様式の２は不要とする。 

（１）実施計画書 

（２）保育支援者に係る雇用契約書、労働条件通知書等 

（３）本事業に係る収支予算書、交付額算出表 

（４）園外活動を実施する上での手引き（散歩マニュアル、チェックリスト等） 

（５）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項第１号に記載の実施計画書には、次の各号に掲げるものを記載する。 

（１） 本事業による保育支援者の業務及び保育士の業務負担が軽減される内容 

（２） 職員の雇用管理や勤務環境の改善に関する取組（保育支援者の配置を除く。） 

３ スポット支援員を配置する事業のみ申請する場合は、交付申請書については第１号様式

の２のみ提出するものとし、第１項第１号及び第４号の書類は不要とする。 

 （補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条に規定する交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、適正と



認めるときは、補助金の交付を決定するとともに、その結果を通知するものとする。 

２ 前項の規定により決定した補助金の交付は、申請者が保育支援者及びスポット支援員の

雇上げを円滑に行えるよう概算払いとすることができるものとする。 

（補助金の変更交付） 

第９条 前条第１項において市長が決定した内容に変更が生じた場合は、申請者は川崎市保

育体制強化事業補助金変更交付申請書（第２号様式及び第２号様式の２。以下「変更交付

申請書」という。）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

ただし、当該規定について、前条第１項の規定により決定した保育支援者及びスポット支

援員の賃金等の増額に係る申請については、第１１条に規定する実績報告と併せて行うこ

とができ、その場合には、次の第３号に掲げる書類は省略することができるものとする。

なお、保育支援者を配置する業務のみ申請する場合は、第２号様式の２は不要とする。 

（１）実施計画書 

（２）保育支援者に係る雇用契約書、労働条件通知書等 

（３）本事業に係る収支予算書、交付額算出表 

（４）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項第１号に記載の実施計画書には、次の各号に掲げるものを記載する。 

（１） 本事業による保育支援者の業務及び保育士の業務負担が軽減される内容 

（２） 職員の雇用管理や勤務環境の改善に関する取組（保育支援者の配置を除く。） 

３ スポット支援員を配置する事業のみ申請する場合は、変更交付申請書については第２号

様式の２のみ提出するものとし、第１項第１号の書類は不要とする。 

４ 前条の規定は、本条の場合において準用する。 

 （補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第１０条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認められる

ときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すとともに、補助事業の当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずる

ものとする。 

 （１）偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたとき。 

 （２）補助金を他の用途に使用したとき。 

 （３）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に違反したとき。 

（４）その他交付について市長が不適当と認めたとき。 

（実績報告） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、交付申請書を提出した日の属する年度内に、川崎市保

育体制強化事業補助金実績報告書（第３号様式及び第３号様式の２。以下「実績報告書」

という。）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。なお、保

育支援者を配置する事業のみ報告する場合は、第３号様式の２は不要とする。 

（１）補助対象経費の費用の内訳について確認できるもの（賃金台帳・給与明細書・領収

書等） 

（２）本事業に係る収支決算書、交付額算出表 

（３）講習会等を修了したことが確認できるもの 

（４）その他市長が必要と認める書類 



２ スポット支援員を配置する事業のみ報告する場合は、実績報告書については第３号様

式の２のみ提出するものとし、前項第３号の書類は不要とする。 

（書類の整備等） 

第１２条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、保管しておかなければなら

ない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日の属する会計年度の翌年度か

ら５年間保存しなければならない。 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１３条 補助金の交付を受けた者は、事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税仕入控除

税額報告書（第４号様式）により、速やかに市長に報告しなければならない。ただし、補

助金の交付を受けた者が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社、一支所等であっ

て、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等が消費税及び地方消

費税の申告を行っている場合は、本部、本社、本所等の課税売上割合等の申告に基づき報

告を行うものとする。 

２ 前項の報告があった場合には、補助金の交付を受けた者は、前項の仕入控除税額から補助

金の額の確定時に減額した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を控除した額を返還

するものとする。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、こども未来局長が別に定める。 

 

附  則 

この要綱は、令和３年２月１５日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月２５日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年６月２４日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年７月５日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 


